
 

 

鏡石駅東第１土地区画整理事業  

民間知見活用に向けた勉強会実施要綱  

 

（目 的）  

第１条  鏡石駅東第１土地区画整理事業の早期完成に向け、土地利用計画の

見直し、未処分保留地及び町有地の活用、事業費の縮減、工期短縮並びに

公募条件の整理を行うため、民間事業者等から知見、技術提案、需要情報

等を収集する場として、鏡石駅東第１土地区画整理事業民間知見活用に向

けた勉強会（以下「勉強会」という。）を設置する。  

２ 本勉強会は、正式な公募、入札、業務委託、工事請負契約又は保留地処

分契約を行うものではなく、鏡石町（以下「町」という。）が今後の行政判

断及び公募条件を整理するための準備段階として実施するものとする。  

 

（参加対象者）  

第２条  勉強会への参加対象者は、次の各号に掲げる事業者等（以下「参加

者」という。）とする。  

(1) 土木事業者及び専門業者（土地区画整理事業の「包括委託方式」又  

は「業務代行方式」において実績のある事業者及び町の入札参加資格  

者名簿登録者）  

(2) 保留地取得関係者（土地区画整理事業の「包括委託方式」又は「業  

務代行方式」において実績のある事業者）  

(3) その他町長が必要と認める関係機関及び専門家等  

 

（参加資格）  

第３条  次の参加除外規定のいずれかに該当する事業者等は対象から除く。  

(1)   地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規  

定に該当する者。  

(2)   募集の公告日において町から指名停止処分を受けている者又は募集  

の公告日以降に町から指名停止処分を受けた者。  

(3)    社会更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年    

法律第２２５号）等の規制による是正、再生手続中の者。  

(4)   福島県暴力団排除条例（平成２３年福島県条例第５１号）に定める  

暴力団又は暴力団員、若しくは暴力団及び暴力団員と密接な関係を有  

る者。  

(5)    風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法  

律第１２２号）第２条に掲げる営業に該当する者。  

(6)    法人税並びに消費税（地方消費税含む）を滞納している者。  

(7)   宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者。  

  

 

 

 

 



 

 

（募集及び受付）  

第４条  参加者の募集は、鏡石町ホームページ等による周知を基本とする。

ただし、町は本事業の検討に必要と考えられる事業者に対し、個別に案内

することができる。  

２ 参加申込の受付期間及び受付方法は、別に定める。  

 

（検討事項）  

第５条  勉強会は、次に掲げる事項を検討する。  

検討区分  主な内容  

土地利用計画  住宅系、商業系、産業系、公共公益系の導入可能性、周辺住

宅地との調和、交通、排水、景観等  

保留地・町有地活用  取得希望面積、取得時期、価格帯、引渡条件、一括取得又は

段階取得の可能性  

施工・設計  施工手順、工期短縮、工事費縮減、残土利用、造成高、道

路、水路、上下水道等の整備条件  

発注  設計施工一括発注、包括委託、個別発注等の可能性  

 

（実施方法）  

第６条  勉強会は、次の３段階により実施する。  

(1) 第１段階（事業概要・課題の説明）   

町から本事業の現状、土地利用計画見直しの目的、未処分保留地及び  

町有地の活用方針並びに施工・設計上の主な課題を説明する。  

(2) 第２段階（民間事業者からの意見聴取）   

参加者から第４条に掲げる事項について意見、提案及び確認事項を聴  

取する。この場合において、町は必要に応じて個別ヒアリング又は追加  

資料の提出を求めることができる。  

(3)  第３段階（結果整理・行政判断への反映）   

町は勉強会で得られた意見を整理し、確認すべき事項、今後の課題、  

公募条件、設計条件、評価基準及び事業計画変更方針等への反映案を作  

成する。  

 

（提案の取扱い及び公平性の確保）  

第７条  町は、参加者から提出された提案、意見、資料等を、今後の検討資

料として活用することができる。  

２ 町は、勉強会で得られた知見を、特定企業のみが有利となる形では取り

扱わないものとし、当該知見を公募条件等へ反映する場合は、可能な範囲  

で内容を一般化し、後続の公募参加者に対して公平に情報提供を行うもの  

とする。  

３ 勉強会への参加、発言又は提案は、将来の公募、入札、契約、業務受  

託、工事受注、保留地取得又は優先交渉権における特別な地位や受託等を  

何ら保証又は付与するものではない。  

 

 



 

 

（利益相反の防止）  

第８条  町は、参加者が正式な公募、入札、業務委託、工事請負又は保留地

処分等に参加する場合における情報格差及び利益相反を防止するため、次  

に掲げる事項を整理しなければならない。  

(1)  協議内容の記録  

(2)  提供資料の整理  

(3)  質疑回答内容の共有可能な形での整理  

(4)  公募条件、評価基準及び審査方法の明確化  

(5)  特定企業の提案の一般化  

 

（行政判断の維持）  

第９条  本事業に関する最終的な意思決定、法的手続、地権者対応、事業計

画変更、公募、発注、契約、保留地処分及び受託者は、施行者である町が  

行うものとし、参加者は町の判断を補助するための意見提供者又は提案者  

にとどまるものとする。  

 

（秘密保持）  

第１０条 参加者は、勉強会において知り得た非公開情報、地権者情報、事

業費情報、検討段階の行政判断情報、他社の提案内容等を、町の承諾なく

第  

三者に開示し、又は目的外に使用してはならない。  

 

（事務局）  

第１１条 勉強会の事務局は、鏡石町役場都市建設課に置く。  

 

（その他）  

第１２条 この要綱に定めるもののほか、勉強会の運営に関し必要な事項

は、町が別に定める。  

 

附 則  

この要綱は、令和８年９月３０日から施行する。  

 


